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事業対象
 最終的な対象

①一般区民　②事業者　③防災機関　④区職員
同上

26,899

２９年度

1,329

1,374

25,195

0

　 台東区総合防災訓練会場設営等委託内容
なし

災害時は自助・共助がきわめて重要であるため、町会を中心とした自主防災組織の育成を図り、災害時における区民の防災
力の向上を図る。また各防災関係機関相互の協力及び連携体制の確立を図るため、区、事業者及び関係機関合同の訓練を
実施する。

25,000防災訓練参加者数 119.9%

100

評価の理由

実績

123

45

 直接の対象

東日本大震災以降、防災に関する区民からの防災に対する要請は拡大している。地域防災力の強化のため、
今後も実践的な訓練内容にしていく必要がある。

消防などの関係機関と連携し、効率的に実施している。

15,363 16,830 16,899
　
　　決算額　(単位：千円)

種　別

4,186

２８年度

成果指標

19,797　人にかかるコスト（人件費など）

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

23,785

3,815

３１年度

目標値

23,866

前回評価から29年度
に改善した事項

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

19,710

0

活動指標

事務事業コスト

(単位：千円)

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

　一般財源（区負担額） 22,479

1,591

19,030

24,592

1,306

24,228 29,984

手段の適切性

3
評
価
の
視
点

評価

3

今後の方向性

改善

［総合評価］※上記４つの視点を踏まえ、事業全体を評価。区民生活への影響を十分考慮すること。

総合防災訓練が悪天候のため中止となったものの、町会単位での防災訓練や、各種団体の訓練
は目標よりも多く実施した。首都直下地震の発生に備えて、地域の防災力強化を行うことが重要で
あり、そのため今後も、区民等の要望を踏まえ、防災訓練の内容改善や訓練回数の増加に対応し
ていくことが必要である。

防災普及指導員及び職員により適切な事業運営を図っている。

区民等の要望に応え、訓練回数を増加している。

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

目的達成度 4

効率性

事
務
事
業
の
実
績 173　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

4,111

1,376

120

平成３０年度　事務事業評価シート

（４）安全・安心の充実強化

災害対策基本法根拠法令等

事務事業名 区民の防災力向上

　

危機・災害対策課

行政計画 事業NO. 計画事業名
事業の開始・終了年度

防災行動力の向上

事
務
事
業
の
概
要

[事業開始]

補助金の有無

3

財源項目

(単位：千円)

必要性

長期総合
計画体系

 [基本目標]

昭和

年度[終了予定]

 [小　　柱]

〔法令等名〕

Ⅱ-１．個性を活かしたまちづくりの推進

 [施　　策]

年度

２７年度

避難所運営委員会委員による簡易型図上訓練ＨＵＧを実施し、防災意識の啓発につなげた。

0

23,001

２７年度

所
管

総務部

事業内容
[２９年度]

委託の有無

事業目的

実績

132

47

実績

139

45

120

45

指標の名称

防災訓練実施回数

避難所運営委員会開催回数

目標値

115.8%

①地域防災力の向上

法令（義務）

一部委託

年間を通じて、町会を中心とした自主防災組織で行う町会単位の防災訓練、各種団体の訓練への支援を計139回行った。
また、避難所単位防災訓練を計18回、避難所の運営を行う避難所運営委員会も計45回開催し、運営のルール等を協議した。
10月29日（日）に清川地区を対象として、区や防災関係機関との連絡体制の訓練を主に行う総合防災訓練を実施する予定で
あったが、荒天のため訓練当日に中止となった。

100.0%

達成率
単位

回

回

人

２８年度

45

25,000

２９年度


